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　このパンフレットは、福島原発事故後に、妊娠・出産に関する障害が増えていることを示
す論文をはじめ、合わせて３編の研究成果を紹介しています。

　いずれも、原発周辺での白血病の増加を証明してドイツの原発撤退政策の契機の一つとな
った「KiKK研究」の一員、Hagen Scherb氏（ドイツ生物統計学研究所・環境衛生研究セ
ンター ）と、医療問題研究会員らの共著です。

 
１ 　ドイツStrahlentelex誌に掲載された、福島原発事故後に、乳児死亡と妊娠12週以後の

死産、周産期死亡が東日本で増加しているとの論文です（p.3〜 p.12）。

２ 　Medicine誌に掲載された周産期死亡増の論文の解説です。この論文は、2014年末まで
に、周産期の子どもが300人以上原発事故の犠牲になっていることを示唆しています

（p.13〜 p.16）。

３　長崎大学山下俊一氏、高村昇氏らから、上記２の論文に対する批判がありました。
　 　それに対する私ども著者の反論も紹介しています。科学的な主張をしているのは誰かを

考えていただけると思います（p.17〜 p.18）。
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　私たちは、妊娠出産・乳児に関する障害が福島

近隣でも生じる可能性があると、これまでの科学

論文の調査を基に日本小児科学会などに発表して

きました。ここに掲載した２つの論文と解説は、

これまでの予測通りに福島で生じている胎児と乳

児の死亡増加を示すものです。

　最後に掲載している、山下俊一氏らのこの論文

への批判に対する著者からの反論は、原発推進派

の医学者たちの非科学性を浮き彫りにしていま

す。

　ぜひ皆さんに読んでいただき、今後顕在化する

障害の調査への支持・協力をお願いしたいと存じ

ます。

【掲載論文など】

１�　ドイツStrahlentelex誌、「福島第一原発事故の影響　日本における死産と周産期死亡、

乳児死亡―2001年から2015年までのトレンド解析アップデート」4（日本語訳：桂木忍）

（Strahlentelex誌は、「ドイツ放射線防護協会」という放射線障害の科学的な研究と

その成果に基づく提言などを出している民間団体が発行している雑誌で、欧州放射

線リスク委員会ECRRのメンバーの論文も掲載されています。その編集者、著者、

日本語翻訳者の許可を得て全文を掲載しています。）

２�　Medicine誌「日本の福島原子力発電所事故により汚染された都県での周産期死亡の増

加―空間的に層化した縦断的研究（汚染度で分けて、時間的に経過を見てゆく研究）」5論

文の解説

（注：Medicine著者のオリジナルな解説や翻訳はこれだけです。）

３�　上記２に関する「周産期死亡増の『Medicine』論文への原発推進派医師からの批判と

著者からの反論の解説」6

〈文献〉
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はじめに

　福島原発事故が起こって６年が過ぎました。史

上２番目の規模であり、いまだ放射性物質をまき

散らし、事故処理も全くメドがついていない状況

です。放射能汚染の規模は、チェルノブイリ事故

の10分の１ともされていますが、人口密度は福島

の方が格段に高く、被ばく人口はチェルノブイリ

とほぼ同じから５分の１だとするデータがありま

す１。そのためチェルノブイリに匹敵する人間の

被害も考えられます。

　それだからこそ、福島県だけでもいまだ７万９千

人を超える方々が避難されており、家族が別れて

住むなどのさまざまな困難に立ち向かっていま

す。政府は、これらの避難者に対し、放射線の害

はたいしたことはないから早く帰還しろとばかり

に、援助を削減しています。３月末には福島県の

住宅無償提供が縮小され、さらに暮らしの基盤が

揺らいでいます。

　最近大きな問題として報じられるようになった

原発事故からの避難者に対する「いじめ」の問題

は、なによりも避難者に対する政府・福島県・東

電のこれらの対応を反映した問題として考える必

要があると思われます。

　震災７年目をむかえ、多くのマスコミが原発問

題に関するニュースを流していますが、放射線に

よる健康障害に関するものは非常に少ないのが現

状です。それは、この問題に関する科学的分析が

なされていないこと、政府などが科学的に明白に

されている甲状腺がんの異常多発でさえ放射線障

害として認めていないためと思われます。

　しかし、福島県県民健康調査での甲状腺がんの

異常多発は一層明白になっています。すでに、岡

山大学津田敏秀教授らのEpidemiology誌に掲載

された論文 2でその増加が疫学的に明らかにされ

ました。さらに、この論文発表後に結果が判明し

始めた、「本格検査」という二巡目の検査では、

一巡目では最新のエコーでさえ何も見つからな

かった「A１」に分類されていた人たちから32人、

「５ミリ以下の硬結ないし、20ミリ以下の嚢胞」

の「A２」の人たちから31人の甲状腺がんが見つ

かっています。その他を合わせて１巡目のスク

リーニングをくぐり抜けた人たちから、直径が5.3

ミリからなんと35.6ミリ（平均約11ミリ）までの

がんが69人も見つかっています。これらのがん

は、２年前後の期間に出現したものです。この年

齢層での全国平均罹患率を対10万当たり0.5とし

ても福島の年間平均発見率はその20－40倍になり

ます。そのうちの44人が手術を受けており、この

手術率は全国平均の15倍程度になります。原発事

故が関係ないとすれば、福島の子どもたちは、な

ぜ原発事故の後にこれだけ多くの手術を受けなけ

ればならないのでしょうか？　福島県での甲状腺

がん異常多発は明白であり、その原因は事故によ

る放射性ヨウ素を中心とした放射性物質による以

外は考えられません。しかも、被ばく当時４歳で

あった甲状腺がん患者が同調査結果では隠されて

おり、この調査の過小評価、研究不正が発覚して

います。

　がんの増加は甲状腺がんにとどまるものではあ

りません。2013年のＷＨＯの調査はがんの増加を

予測しています。事故当時１歳児が15年後には、

例えば浪江町と福島市で、全がんはそれぞれ24%

と５％、白血病はそれぞれ57％と10％程度増加す

るだろうとしています。これらの数字は、日本政

府の圧力で放射線量が10分の１ほどに低く見つも

られた推定の可能性があるのです3。事実、甲状

腺がんはＷＨＯの推定よりもはるかに多く増加し

ています。
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して放射能汚染と遺伝子に関わる影響の頻度の間

に有意な線量反応関係が見られる、つまり放射能

放出後により汚染度の高い地域の住民により多く

の罹患や死亡が見られると、それは放射線と罹患

ないし死亡の間に因果関係がある強い証拠だとい

える。たとえばドイツのバイエルン州では、チェ

ルノブイリ原発事故後に放射能汚染レベルが高く

なるとともに先天奇形の発生率に統計的に非常に

有意で、ほぼ直線に上昇する傾向が見られた [7]。

　本稿では、チェルノブイリ原発事故後に得られ

た観察結果をもとに日本における早期死亡をいく

つかの方法で観察し、その観察結果を以下のよう

に分類する。 

・ ３．１項では、汚染レベルが中程度ないし高程

度の11都県（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、

宮城、新潟、埼玉、栃木、東京、山形）の早期

死亡全体（妊娠満12週以後の死産から生後１歳

未満の死亡）に関してトレンド解析をアップ

デートする。これに関しては、すでに東京電力

福島第一原発事故の２年後に早期死亡の上昇を

明らかにした。2002年から2012年までのトレン

ド解析に関しては、[1]を参照されたい。

・ ３．２項では、３．１項の主な結果から環境上の

線量反応関係を見る。

・ ３．３項では、汚染レベルの高い６つの県（福

島、群馬、茨城、岩手、宮城、栃木）と汚染レ

ベルが中程度の３つの都県（千葉、埼玉、東京）

に分けた2001年から2014年の周産期死亡の解析

を2015年の最新データを用いてアップデートす

る。2001年から2014年のトレンド解析はすでに

公表しており、それは [2]を参照されたい。

３．結果

3．1　11の汚染された都県における早期死亡 

　表１はそれぞれ日本全体の出生に関するデータ

の年間総数を示し、表２は中・高レベルに汚染さ

れた千葉と福島、群馬、茨城、岩手、宮城、新潟、

埼玉、栃木、東京、山形の11都県におけるそれぞ

れの年間総数を示している。これら11都県の出生

に関する統計数の年間合計は、ドイツ全体の出生

に関する年間総数のおよそ半分に相当する [8]。

さらに表３では、福島と群馬、茨城、岩手、宮城、

栃木の６つの高レベルに汚染された県と中程度に

汚染された千葉、埼玉、東京の３つの都県、さら

にその他の日本における年間の出生数と周産期死

亡（妊娠満22週以後の死産と生後７日未満の死

亡）数だけを個別に示した。

　図２と図３では、それぞれの早期死亡全体のト

レンド、つまり11の汚染された都県のトレンド

（図２）と汚染度が低いか、汚染されていないそ

れ以外の36の道府県のトレンド（図３）を示した。

汚染された11の都県における早期死亡のトレンド

では、以下の２つのはっきりとした統計上有意な

影響が見られる。

・ 津波後の最初の３ヶ月間（2011年３月から５

月）では、一時的に15.6％上昇（オッズ比：

1.156，95％信頼区間 [1.085, 1.232]，p<0.0001）

しているが、これが地震と津波の直接の影響で

あるのは間違いない。 

・ 2011年のその後の経過を見ると、早期死亡は一

時的にはっきりと低下したが、2011年12月から

再び上昇し、6.8％と非常に有意な上昇が続い

ている（オッズ比：1.068，95％信頼区間 [1.035, 

1.101]，p<0.0001）。

　2011年12月以降早期死亡が日本で6.8％上昇し

ているのは、1987年つまりチェルノブイリ原発事

故後の最初の年に周産期死亡がドイツ全体で

4.9％上昇 （オッズ比：1.049，95％信頼区間 [1.015, 

1.084]，p=0.0046）したことによく似ている [8]。

またその他のヨーロッパでも、チェルノブイリ原

発事故後に各国において死産がそれぞれ５から

10％の相対的な上昇を示した [9, 10]（日本語註：

なお、各国間で直接その上昇率を比較することは

できない）。図３からは、汚染されていないその

他の日本の道府県において2011年春に統計上有意

な津波の影響もなく（p=0.2644）、2011年12月か

ら死産のトレンドに統計上有意な上昇もない
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１．背景と問題提起

　東京電力福島第一原発事故後、放射能で汚染さ

れた地域においては妊娠満12週以後の死産（日本

語註：死産には通常、自然妊娠中絶と人工妊娠中

絶が含まれるが、本稿では自然妊娠中絶だけを対

象としている。以下同）に生後１歳未満の乳児死

亡を加えると、２年間の観察期間だけでその死亡

の全体が相対的に上昇していることが確認できた 

[1]。さらに、周産期死亡（妊娠満22週以後の死

産に生後１週未満の死亡を加えたもの ）は通常、

安定して減少傾向を示すものだが、その2012年か

ら2014年の周産期死亡が汚染レベルの高い６つの

県（岩手、宮城、福島、茨城、栃木、群馬）にお

いて急に約15％上昇し、それがその期間続いたま

まになっていた [2]。本稿では、2015年のデータ

が2016年末から入手できるようになったので、日

本における妊娠満12週以後の死産と生後１歳未満

の死亡（以下では、それを合わせて早期死亡とす

る）と周産期死亡に関するトレンド解析をアップ

デートして解析結果を更新し、これまでに確認さ

れた東京電力福島第一原発事故後のトレンドの変

化をより正確に記述する。

　日本の厚生労働省は、人口の推移を示す「人口

動態統計」を作成している。この統計は総務省統

計局が発表し、その中に47都道府県毎に月別の出

生に関する統計データがある（http://www.e-stat.

go.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001028897）。

この公式の出生に関する統計データでは、１歳未

満までの早期死亡に関して以下の５つのカテゴ

リーが分類されている。

・妊娠満12週以後の死産

・妊娠満22週以後の死産

・生後７日未満の死亡

・生後28日未満の死亡

・生後１年未満の死亡

２．統計的評価方法

　核施設周辺ないし放射能放出後に住民の罹患率

と死亡率、あるいは出生性比に変化があると、通

常全国をカバーする公的な人口統計データと先天

奇形とがんに特化された登録データを使えば、住

民に放射線に起因する遺伝子の影響があるかどう

かがわかる [3－5]。執筆者らによって開発された分

析的環境疫学（Analytical Ecological Epidemiology）

の方法を使えば、汚染レベルの異なる地域におい

て死産や早期新生児（生後７日未満）の死亡、先

天奇形の起こる頻度の傾向、さらには出生性比の

傾向を観察して、線量反応関係があるかどうか空

間的・時間的に解析することができる [6]。こう
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して放射能汚染と遺伝子に関わる影響の頻度の間

に有意な線量反応関係が見られる、つまり放射能

放出後により汚染度の高い地域の住民により多く

の罹患や死亡が見られると、それは放射線と罹患

ないし死亡の間に因果関係がある強い証拠だとい

える。たとえばドイツのバイエルン州では、チェ

ルノブイリ原発事故後に放射能汚染レベルが高く

なるとともに先天奇形の発生率に統計的に非常に

有意で、ほぼ直線に上昇する傾向が見られた [7]。

　本稿では、チェルノブイリ原発事故後に得られ

た観察結果をもとに日本における早期死亡をいく

つかの方法で観察し、その観察結果を以下のよう
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度の11都県（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、

宮城、新潟、埼玉、栃木、東京、山形）の早期

死亡全体（妊娠満12週以後の死産から生後１歳

未満の死亡）に関してトレンド解析をアップ

デートする。これに関しては、すでに東京電力

福島第一原発事故の２年後に早期死亡の上昇を

明らかにした。2002年から2012年までのトレン

ド解析に関しては、[1]を参照されたい。

・ ３．２項では、３．１項の主な結果から環境上の

線量反応関係を見る。
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島、群馬、茨城、岩手、宮城、栃木）と汚染レ

ベルが中程度の３つの都県（千葉、埼玉、東京）

に分けた2001年から2014年の周産期死亡の解析

を2015年の最新データを用いてアップデートす

る。2001年から2014年のトレンド解析はすでに

公表しており、それは [2]を参照されたい。

３．結果
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亡（妊娠満22週以後の死産と生後７日未満の死

亡）数だけを個別に示した。

　図２と図３では、それぞれの早期死亡全体のト

レンド、つまり11の汚染された都県のトレンド

（図２）と汚染度が低いか、汚染されていないそ

れ以外の36の道府県のトレンド（図３）を示した。

汚染された11の都県における早期死亡のトレンド

では、以下の２つのはっきりとした統計上有意な

影響が見られる。

・ 津波後の最初の３ヶ月間（2011年３月から５

月）では、一時的に15.6％上昇（オッズ比：

1.156，95％信頼区間 [1.085, 1.232]，p<0.0001）

しているが、これが地震と津波の直接の影響で

あるのは間違いない。 

・ 2011年のその後の経過を見ると、早期死亡は一

時的にはっきりと低下したが、2011年12月から

再び上昇し、6.8％と非常に有意な上昇が続い

ている（オッズ比：1.068，95％信頼区間 [1.035, 

1.101]，p<0.0001）。

　2011年12月以降早期死亡が日本で6.8％上昇し

ているのは、1987年つまりチェルノブイリ原発事

故後の最初の年に周産期死亡がドイツ全体で

4.9％上昇 （オッズ比：1.049，95％信頼区間 [1.015, 

1.084]，p=0.0046）したことによく似ている [8]。

またその他のヨーロッパでも、チェルノブイリ原

発事故後に各国において死産がそれぞれ５から

10％の相対的な上昇を示した [9, 10]（日本語註：

なお、各国間で直接その上昇率を比較することは

できない）。図３からは、汚染されていないその

他の日本の道府県において2011年春に統計上有意

な津波の影響もなく（p=0.2644）、2011年12月か

ら死産のトレンドに統計上有意な上昇もない
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２．統計的評価方法

　核施設周辺ないし放射能放出後に住民の罹患率

と死亡率、あるいは出生性比に変化があると、通

常全国をカバーする公的な人口統計データと先天

奇形とがんに特化された登録データを使えば、住

民に放射線に起因する遺伝子の影響があるかどう

かがわかる [3－5]。執筆者らによって開発された分

析的環境疫学（Analytical Ecological Epidemiology）

の方法を使えば、汚染レベルの異なる地域におい

て死産や早期新生児（生後７日未満）の死亡、先

天奇形の起こる頻度の傾向、さらには出生性比の

傾向を観察して、線量反応関係があるかどうか空

間的・時間的に解析することができる [6]。こう
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違いがわかる。[2]の論文で発表した東京電力福

島第一原発事故後の日本における周産期死亡に関

する解析結果はすべて、2015年の統計データを加

えることによってさらにはっきりと立証され、裏

付けられた。図８から図10の３つの図を一緒に見

ると、３．２項で妊娠満12週以後の死産について

明らかになったように（図７参照）、周産期死亡

についても環境上の線量反応関係が存在すること

がわかる。 

４．結論 

　2011年３月に日本を襲った震災と原発事故の被

害を受けた都県においては、日本全体では通常早

期死亡が減少傾向を示すのに対して、放射能放出

後９ヶ月ないし10ヶ月経った後に当該都県の汚染

度に応じて早期死亡と周産期死亡が突然約５％か

ら20％と、統計上とても有意な上昇を示し続け

た。汚染されていない他の道府県では、このよう

な影響は見られなかった。本稿でアップデートし

た解析結果は、都道府県を基本的に特別意識して

グループ分けしたわけではなく、死産や乳児死亡

など早期死亡を解析する対象も意図的に選んでお

らず、さらにまたその影響が最も強くなるピーク

が東京電力福島第一原発事故の９ヶ月後に現れる

のか、10ヶ月後に現れるのかについても問題にし

ていないので、裏付けがしっかりしたものである

といわなければならない。それによって、チェル

ノブイリ原発事故後のヨーロッパで見られたのと

よく似た影響が福島第一原発事故後の日本でも観

察できることがわかる。これを根拠に、人体にお

いて放射線によって誘発される可能性のある遺伝子

への影響の推移（http://www.unscear.org/unscear/

en/publications /1958.html）、つまり具体的には早

期死亡と周産期死亡などのいくつかの指標の他、

先天奇形や出生性比の変化について、日本でも今

後さらに厳密に統計をとって調査していくことが

必要だというべきである。

　放射線に起因して遺伝子が突然変異するには「閾

値」があるとする前提、つまり死産や先天奇形のよ

うに遺伝子の損傷に起因する現象は数cSv（センチ

シーベルト）の被ばくがないと起こらず（http://

www.ssk.de/SharedDocs/Beratungsergebnisse_

PDF/1984/1984_01.pdf?__ blob=publicationFile） 、が

んのようにごくわずかな低線量で起こる可能性は

ないとする各国や国際放射線防護委員会の考え方

は、チェルノブイリ原発事故の解析結果と、本稿

で今提示した東京電力福島第一原発事故後のアッ

プデートした解析結果によってはっきりと反証さ

れた。各国と国際的な放射線専門機関がこのよう

な重大な見誤りを犯すのは、死産と先天奇形がが

んの罹患と異なり、いわゆる放射線の確定的影響

（一定量の放射線を受けると必ず現れる）であっ

て、放射線によって誘発される確率的影響（一定

量の放射線を受けたとしても必ずしも影響が現れ

るわけではなく、放射線を受ける量が多くなるほ

どその影響が高まること）ではないということか

ら説明することができる。言い換えると、各国と

国際放射線防護機関は、放射線がヒトの卵細胞と

精子細胞に障害を及ぼす影響と、たとえば精子形

成や胚形成など受胎に伴う生物学的・遺伝的なプ

ロセスが放射線によって受ける影響を無視してい

る。この観点からいうと、現在有効な放射線防護

の基準は基本的に間違いであり、改定されなけれ

ばならない。特に核施設の廃炉や半減期の長い高

レベル放射性廃棄物の最終処分において放射能が

放出されることを考えると、公衆の遺伝子上の健

康を維持し、地球上における自然の生息条件を保

護するため、この問題には優先的に取り組まなけ

ればならない。

 （日本語翻訳：桂木　忍）
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（p=0.7931）ことがわかる。汚染された11都県に

おける2002年から2015年の出生数が484万2630件、

死産と乳児死亡の総数が７万1645件であるので、

図２では2011年12月からの影響は、95％信頼区間 

[592, 1704]で超過死亡が1140件となる。 

3．2　環境上の線量反応関係

　チェルノブイリ原発事故後、バイエルン州では

放射性物質の降下量と、死産および先天奇形の間

にはっきりした環境上の線量反応関係が観察され

た。バイエルン州で最も汚染の高かった10の地域

では、たとえば1987年から1992年の死産率が約

50％上昇した [7, 11]。そのため、また日本におい

ては死産（妊娠満12週以後の死児の出産）数が早

期死亡全体の中で大きな割合を占めるので（表１

参照）、最も汚染された太平洋沿岸に位置する北

東部の４つの県、すなわち茨城と福島、宮城、岩

手についてより正確に観察し、死産に関して残り

の日本全体と比較しなければならない。この汚染

度の高い４つの県に関しては、図４で2011年３月

から５月に死産が21.5％（p=0.0086）と有意な上

昇のピークが観察されるが、これは地震と津波に

よる直接的な影響と見られる。その後死産率は低

下するものの、2011年12月から急に12％の上昇を

続けたままとなる（95％信頼区間=[1.04, 1.21], 

p=0.0048）。 

　福島県に相対的に近く、人口密度の高い埼玉県

と東京都では、2012年12月までのデータだけでは

東京電力福島第一原発事故後に統計上有意な死産

の上昇は見られなかった [1]。しかし今入手可能

となった2015年12月までの統計データを入れて見

ると（図５）、ここでも2011年12月から死産のトレ

ンドにオッズ比が1.084と、統計上有意な上昇が見

られる（95％信頼区間=[1.033, 1.137], p=0.0010）。

早期死亡全体と同様（図３）、その他の汚染レベ

ルの高い茨城、福島、宮城、岩手の４県と中程度

に汚染された東京と埼玉の２つの都県を除く日本

では、死産（妊娠満12週以後の死児の出産）は

2012年から2015年の間上昇していない（図６）。

　チェルノブイリ原発事故後のバイエルン州で地

域別に見たのと同じように、東京電力福島第一原

発事故後の日本でも都道府県別に見ると、放射性

物質の降下量と死産の間に線量反応関係を示唆す

るものがある。図７は、記述的、用量的な角度か

ら環境上の線量反応関係について図４から図６ま

でを見たものである。これを見ると、死産が実際

に線量に比例して上昇している。放射能汚染レベ

ルの高い福島県と茨城県、岩手県、宮城県におい

て東京電力福島第一原発事故後にバックグラウン

ド線量が年間約１mSvから２mSvと倍になる傾向

があったと推定すると [2]、図４と図７から年間

線量１mSv当たりの死産の相対的リスクが、オッ

ズ比：1.12（12％上昇）、95％信頼区間 [1.035, 

1.209]となることがわかる。したがって、東京電

力福島第一原発事故後の日本において都道府県別

に解析した結果は、チェルノブイリ原発事故後の

バイエルン州において地域別に解析した死産の環

境上の線量反応関係（年間線量１mSv当たり死産

の相対リスク：オッズ比：1.33、95％信頼区間

=[1.16, 1.51]， p < 0.0001）と根本的によく似てい

る [10]。

3 ．3　高レベルに汚染された６つの県と中レベル

に汚染された３つの都県における周産期死亡

　妊娠満12週以後の死産に生後１年未満の死亡を

加えた早期死亡と並んで、周産期死亡（妊娠満22

週以後に生後７日未満の死亡を加えたもの）だけ

を抽出して考察することもできる。[2]の論文で

は、その月別統計データを中高レベルに汚染され

た９つの都県（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、

宮城、埼玉、栃木、東京）と他の道府県に分けて

2001年から2014年の間で解析し、ここでも汚染さ

れてない地域から中レベルの汚染地域へ、さらに

高レベルの汚染地域へと汚染度が高くなるにつれ

て周産期死亡の上昇がはっきりとした生物学的な

変化を示すことを確認した。表３は、その2015年

までの年間統計データを示している。図８から図

10の図はその月別の推移を統計解析値とともに示

しており、それによって汚染レベルに伴う影響の
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違いがわかる。[2]の論文で発表した東京電力福

島第一原発事故後の日本における周産期死亡に関

する解析結果はすべて、2015年の統計データを加

えることによってさらにはっきりと立証され、裏

付けられた。図８から図10の３つの図を一緒に見

ると、３．２項で妊娠満12週以後の死産について

明らかになったように（図７参照）、周産期死亡

についても環境上の線量反応関係が存在すること

がわかる。 

４．結論 

　2011年３月に日本を襲った震災と原発事故の被

害を受けた都県においては、日本全体では通常早

期死亡が減少傾向を示すのに対して、放射能放出

後９ヶ月ないし10ヶ月経った後に当該都県の汚染

度に応じて早期死亡と周産期死亡が突然約５％か

ら20％と、統計上とても有意な上昇を示し続け

た。汚染されていない他の道府県では、このよう

な影響は見られなかった。本稿でアップデートし

た解析結果は、都道府県を基本的に特別意識して

グループ分けしたわけではなく、死産や乳児死亡

など早期死亡を解析する対象も意図的に選んでお

らず、さらにまたその影響が最も強くなるピーク

が東京電力福島第一原発事故の９ヶ月後に現れる

のか、10ヶ月後に現れるのかについても問題にし

ていないので、裏付けがしっかりしたものである

といわなければならない。それによって、チェル

ノブイリ原発事故後のヨーロッパで見られたのと

よく似た影響が福島第一原発事故後の日本でも観

察できることがわかる。これを根拠に、人体にお

いて放射線によって誘発される可能性のある遺伝子

への影響の推移（http://www.unscear.org/unscear/

en/publications /1958.html）、つまり具体的には早

期死亡と周産期死亡などのいくつかの指標の他、

先天奇形や出生性比の変化について、日本でも今

後さらに厳密に統計をとって調査していくことが

必要だというべきである。

　放射線に起因して遺伝子が突然変異するには「閾

値」があるとする前提、つまり死産や先天奇形のよ

うに遺伝子の損傷に起因する現象は数cSv（センチ

シーベルト）の被ばくがないと起こらず（http://

www.ssk.de/SharedDocs/Beratungsergebnisse_

PDF/1984/1984_01.pdf?__ blob=publicationFile） 、が

んのようにごくわずかな低線量で起こる可能性は

ないとする各国や国際放射線防護委員会の考え方

は、チェルノブイリ原発事故の解析結果と、本稿

で今提示した東京電力福島第一原発事故後のアッ

プデートした解析結果によってはっきりと反証さ

れた。各国と国際的な放射線専門機関がこのよう

な重大な見誤りを犯すのは、死産と先天奇形がが

んの罹患と異なり、いわゆる放射線の確定的影響

（一定量の放射線を受けると必ず現れる）であっ

て、放射線によって誘発される確率的影響（一定

量の放射線を受けたとしても必ずしも影響が現れ

るわけではなく、放射線を受ける量が多くなるほ

どその影響が高まること）ではないということか

ら説明することができる。言い換えると、各国と

国際放射線防護機関は、放射線がヒトの卵細胞と

精子細胞に障害を及ぼす影響と、たとえば精子形

成や胚形成など受胎に伴う生物学的・遺伝的なプ

ロセスが放射線によって受ける影響を無視してい

る。この観点からいうと、現在有効な放射線防護

の基準は基本的に間違いであり、改定されなけれ

ばならない。特に核施設の廃炉や半減期の長い高

レベル放射性廃棄物の最終処分において放射能が

放出されることを考えると、公衆の遺伝子上の健

康を維持し、地球上における自然の生息条件を保

護するため、この問題には優先的に取り組まなけ

ればならない。

 （日本語翻訳：桂木　忍）

5

（p=0.7931）ことがわかる。汚染された11都県に

おける2002年から2015年の出生数が484万2630件、

死産と乳児死亡の総数が７万1645件であるので、

図２では2011年12月からの影響は、95％信頼区間 

[592, 1704]で超過死亡が1140件となる。 

3．2　環境上の線量反応関係

　チェルノブイリ原発事故後、バイエルン州では

放射性物質の降下量と、死産および先天奇形の間

にはっきりした環境上の線量反応関係が観察され

た。バイエルン州で最も汚染の高かった10の地域

では、たとえば1987年から1992年の死産率が約

50％上昇した [7, 11]。そのため、また日本におい

ては死産（妊娠満12週以後の死児の出産）数が早

期死亡全体の中で大きな割合を占めるので（表１

参照）、最も汚染された太平洋沿岸に位置する北

東部の４つの県、すなわち茨城と福島、宮城、岩

手についてより正確に観察し、死産に関して残り

の日本全体と比較しなければならない。この汚染

度の高い４つの県に関しては、図４で2011年３月

から５月に死産が21.5％（p=0.0086）と有意な上

昇のピークが観察されるが、これは地震と津波に

よる直接的な影響と見られる。その後死産率は低

下するものの、2011年12月から急に12％の上昇を

続けたままとなる（95％信頼区間=[1.04, 1.21], 

p=0.0048）。 

　福島県に相対的に近く、人口密度の高い埼玉県

と東京都では、2012年12月までのデータだけでは

東京電力福島第一原発事故後に統計上有意な死産

の上昇は見られなかった [1]。しかし今入手可能

となった2015年12月までの統計データを入れて見

ると（図５）、ここでも2011年12月から死産のトレ

ンドにオッズ比が1.084と、統計上有意な上昇が見

られる（95％信頼区間=[1.033, 1.137], p=0.0010）。

早期死亡全体と同様（図３）、その他の汚染レベ

ルの高い茨城、福島、宮城、岩手の４県と中程度

に汚染された東京と埼玉の２つの都県を除く日本

では、死産（妊娠満12週以後の死児の出産）は

2012年から2015年の間上昇していない（図６）。

　チェルノブイリ原発事故後のバイエルン州で地

域別に見たのと同じように、東京電力福島第一原

発事故後の日本でも都道府県別に見ると、放射性

物質の降下量と死産の間に線量反応関係を示唆す

るものがある。図７は、記述的、用量的な角度か

ら環境上の線量反応関係について図４から図６ま

でを見たものである。これを見ると、死産が実際

に線量に比例して上昇している。放射能汚染レベ

ルの高い福島県と茨城県、岩手県、宮城県におい

て東京電力福島第一原発事故後にバックグラウン

ド線量が年間約１mSvから２mSvと倍になる傾向

があったと推定すると [2]、図４と図７から年間

線量１mSv当たりの死産の相対的リスクが、オッ

ズ比：1.12（12％上昇）、95％信頼区間 [1.035, 

1.209]となることがわかる。したがって、東京電

力福島第一原発事故後の日本において都道府県別

に解析した結果は、チェルノブイリ原発事故後の

バイエルン州において地域別に解析した死産の環

境上の線量反応関係（年間線量１mSv当たり死産

の相対リスク：オッズ比：1.33、95％信頼区間

=[1.16, 1.51]， p < 0.0001）と根本的によく似てい

る [10]。

3 ．3　高レベルに汚染された６つの県と中レベル

に汚染された３つの都県における周産期死亡

　妊娠満12週以後の死産に生後１年未満の死亡を

加えた早期死亡と並んで、周産期死亡（妊娠満22

週以後に生後７日未満の死亡を加えたもの）だけ

を抽出して考察することもできる。[2]の論文で

は、その月別統計データを中高レベルに汚染され

た９つの都県（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、

宮城、埼玉、栃木、東京）と他の道府県に分けて

2001年から2014年の間で解析し、ここでも汚染さ

れてない地域から中レベルの汚染地域へ、さらに

高レベルの汚染地域へと汚染度が高くなるにつれ

て周産期死亡の上昇がはっきりとした生物学的な

変化を示すことを確認した。表３は、その2015年

までの年間統計データを示している。図８から図

10の図はその月別の推移を統計解析値とともに示

しており、それによって汚染レベルに伴う影響の
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表 1： 2002～2015年の日本における出生数と早期死亡数

年 出生数 妊娠満 12 週 

以後の死産 

 妊娠満 22 週 

以後の死産 

生後７日未

満の死亡 

生後１年未満

の死亡 

2002 1153855 15161 4959 1374 3497 

2003 1123610 14644 4626 1303 3364 

2004 1110721 14288 4357 1184 3122 

2005 1062530 13502 4058 1091 2958 

2006 1092674 13424 4047 1053 2864 

2007 1089818 13107 3854 1052 2828 

2008 1091156 12625 3751 969 2798 

2009 1070035 12214 3645 874 2556 

2010 1071304 12245 3637 875 2450 

2011 1050806 11940 3491 824 2463 

2012 1037231 11448 3343 790 2299 

2013 1029816 10938 3110 752 2185 

2014 1003539 10905 3039 711 2080 

2015 1005677 10862 3063 665 1916 

総数 14992772 177303 52980 13517 37380 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2：  2002～2015年の中・高レベルで汚染された都県（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、宮城、新潟、
　　　埼玉、栃木、東京、山形）における出生数と早期死亡数

年 出生数 妊娠満 12 週 

以後の死産 

妊娠満 22 週 

以後の死産 

生後７日未

満の死亡 

生後１年未満

の死亡 

2002 367475 5155 1746 463 1149 

2003 358364 4912 1575 398 1084 

2004 355089 4817 1533 370 996 

2005 340873 4540 1314 322 920 

2006 350774 4427 1342 358 935 

2007 350473 4442 1279 355 912 

2008 352263 4275 1263 286 915 

2009 347581 4010 1177 308 845 

2010 347421 3994 1195 263 769 

2011 337900 3928 1152 231 791 

2012 334449 3829 1132 280 771 

2013 336428 3728 1059 240 711 

2014 330815 3702 1064 248 691 

2015 332725 3758 1005 211 639 

総数 4842630 59517 17836 4333 12128 
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表 1： 2002～2015年の日本における出生数と早期死亡数

年 出生数 妊娠満 12 週 

以後の死産 

 妊娠満 22 週 

以後の死産 

生後７日未

満の死亡 

生後１年未満

の死亡 

2002 1153855 15161 4959 1374 3497 

2003 1123610 14644 4626 1303 3364 

2004 1110721 14288 4357 1184 3122 

2005 1062530 13502 4058 1091 2958 

2006 1092674 13424 4047 1053 2864 

2007 1089818 13107 3854 1052 2828 

2008 1091156 12625 3751 969 2798 

2009 1070035 12214 3645 874 2556 

2010 1071304 12245 3637 875 2450 

2011 1050806 11940 3491 824 2463 

2012 1037231 11448 3343 790 2299 

2013 1029816 10938 3110 752 2185 

2014 1003539 10905 3039 711 2080 

2015 1005677 10862 3063 665 1916 

総数 14992772 177303 52980 13517 37380 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2：  2002～2015年の中・高レベルで汚染された都県（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、宮城、新潟、
　　　埼玉、栃木、東京、山形）における出生数と早期死亡数

年 出生数 妊娠満 12 週 

以後の死産 

妊娠満 22 週 

以後の死産 

生後７日未

満の死亡 

生後１年未満

の死亡 

2002 367475 5155 1746 463 1149 

2003 358364 4912 1575 398 1084 

2004 355089 4817 1533 370 996 

2005 340873 4540 1314 322 920 

2006 350774 4427 1342 358 935 

2007 350473 4442 1279 355 912 

2008 352263 4275 1263 286 915 

2009 347581 4010 1177 308 845 

2010 347421 3994 1195 263 769 

2011 337900 3928 1152 231 791 

2012 334449 3829 1132 280 771 

2013 336428 3728 1059 240 711 

2014 330815 3702 1064 248 691 

2015 332725 3758 1005 211 639 

総数 4842630 59517 17836 4333 12128 
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図 6： 高レベルに汚染された県（茨城、福島、宮城、岩手）と中レベルに汚染された都県（埼玉、東京）
以外の道府県における妊娠満12週以後の死産のトレンド

汚染されていない41道府県の死産率：ジャンプ・オッズ比＝0.996，Ｐ=0.7740

死
産
率

事故から９ヶ月後

図４：高レベルに汚染された県（茨城、福島、宮城、岩手）における妊娠満12週以後の死産のトレンド

高度汚染４県の死産率：ジャンプ・オッズ比＝1.119，Ｐ=0.0048

死
産
率

事故から９ヶ月後

図 5 ：中レベルに汚染された都県（埼玉、東京）における妊娠満12週以後の死産のトレンド

中等度汚染２都・県の死産率：ジャンプ・オッズ比＝1.084，Ｐ=0.0010

死
産
率

事故から９ヶ月後

9

図１： 日本の47都道府県 （http://de.wikipedia.
org/wiki/Präfektur)

図２：津波後の汚染された11の都県のトレンド。2011年の３月から５月にかけて
　　　早期死亡の上昇ピークがあり、2011年12月以降長期的な上昇が続いている

汚染された11都・県の早期死亡率：ジャンプ・オッズ比＝1.068，Ｐ<0.0001

早
期
死
亡
率

事故から９ヶ月後

図３： 津波後の汚染されなかった36の道府県のトレンド。2011年の３月から５月にかけて早期死亡
に統計上有意な上昇がみられず、2011年12月以降長期的に有意な上昇も続いていない

汚染されていない36道府県の早期死亡率：ジャンプ・オッズ比＝0.997，Ｐ=0.7931

早
期
死
亡
率

事故から９ヶ月後
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org/wiki/Präfektur)

図２：津波後の汚染された11の都県のトレンド。2011年の３月から５月にかけて
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図３： 津波後の汚染されなかった36の道府県のトレンド。2011年の３月から５月にかけて早期死亡
に統計上有意な上昇がみられず、2011年12月以降長期的に有意な上昇も続いていない
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図10： 中レベルに汚染された３つの都県（千葉、埼玉、東京）と高レベルに汚染された６つの県（福島、
群馬、茨城、岩手、宮城、栃木）を除いた日本の道府県における周産期死亡のトレンド
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図７： 図４、５、６に関する上昇オッズ比
の自然対数（プラス／マイナス２標
準誤差）

都県別の曝露クラス
右から： hoch (高い)： 茨城県、福島県、  

宮城県、岩手県
　　　　mittel (中程度)：埼玉県、東京都
　　　　niedrig (低い) ：それ以外の道府県

汚染度別の2011年12月における死産：
ジャンプ・オッズ比の自然対数の比率

自
然
対
数

汚染度別の都道府県グループ

図８：汚染された福島県、群馬県、茨城県、岩手県、宮城県、栃木県（６県）の周産期死亡 のトレンド

高度汚染６県の周産期死亡率：ジャンプ・オッズ比＝1.211，P<0.0001
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事故から10ヶ月後

図９：中レベルに汚染された千葉県、埼玉県、東京都（３都県）の周産期死亡のトレンド

中等度汚染３都県の周産期死亡率：ジャンプ・オッズ比=1.086，P= 0.0104
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亡
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事故から10ヶ月後
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の自然対数（プラス／マイナス２標
準誤差）

都県別の曝露クラス
右から： hoch (高い)： 茨城県、福島県、  

宮城県、岩手県
　　　　mittel (中程度)：埼玉県、東京都
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汚染度別の2011年12月における死産：
ジャンプ・オッズ比の自然対数の比率
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然
対
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汚染度別の都道府県グループ

図８：汚染された福島県、群馬県、茨城県、岩手県、宮城県、栃木県（６県）の周産期死亡 のトレンド
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図９：中レベルに汚染された千葉県、埼玉県、東京都（３都県）の周産期死亡のトレンド

中等度汚染３都県の周産期死亡率：ジャンプ・オッズ比=1.086，P= 0.0104
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わかりやすい指標だとしています。

　致命的な突然変異は、流産の頻度、周産期死亡、

死産、妊娠の減少、不妊、性比の変化として現れ

ます。小児期早期のがんも含めて、放射線の有害

な影響は、職場環境、医療での診断や治療、それ

に自然環境が調査され、科学的論文として報告さ

れています。

　本論文は、次のような分類で科学論文を上げて

います。

・日本での原爆

・Windscale/Sellafield 核処理施設火災

・職業的被ばく

・診断と治療被ばく

・チェルノブイリ原発事故

・福島原発事故

・自然放射線

・核施設近くでの生活

　チェルノブイリ事故後の生殖に関する報告は

多々ありますが、福島では未だごくわずかの報告

しかありません。ふくもとまさお氏らやアルフ

レート・ケルブライン氏は、福島原発事故後の自

然の胎児死亡と乳児死亡が増加したことを報告し

ていますが、周産期死亡については報告されてい

ません。

　そこで、この論文では、事故で放射能汚染され

た地域で周産期死亡率が増加しているかどうか

を、2001年から2014年末までのデータで調べてい

ます。

　福島の事故がチェルノブイリと違うところは、

強い地震と津波があったことです。そのため、地

震・津波と周産期死亡率の関連も含めて、高度汚

染地域、中等度汚染地域、汚染のないまたは少な

い地域に分けて検討しています。

方　法

　この論文で使われている周産期死亡率のデータ

は、厚労省が発表して、「e – Stat」という名前で

一般に公表されているデータを使っています。

　汚染程度のデータは、2011年12月時点での群馬

大学早川由起夫教授の汚染地図に従って、高度汚

染地域（岩手、宮城、福島、群馬、栃木、茨城）と、

中等度汚染地域（千葉、埼玉、東京）、そしてそ

れらの地域を除外した弱い汚染または汚染なしの

全国に分けました。分け方は、それらの都・県が、

汚染地図で0.25μSv/h以上の地域で「大きい」

（＝高度汚染）、「少ない」（＝中等度汚染）、「ほぼ

ない」（＝汚染なしまたは少ない）で分けていま

す。

　〈表１〉は、2001年から2014年末までの「高度

汚染地域」「中等度汚染地域」「その他」の各地域

の周産期死亡率（ＰＤ）、出生人数（ＬＢ）、周産

期死亡率（ＰＤｐ）を集計しています。中等度汚

染地域の１都・２県の人口が多いので、高度汚染

６県よりも、出生数は２倍になっています。

　地震と津波の直接的な影響を調べるために、高

度汚染６県を２つに分けています。

　〈表２〉のように、地震・津波による人的被害
が極めて大きかった岩手と宮城では、10万人当た

り死者・行方不明者は450人になります。他の４

県ではそれは20人でした。それぞれの、月毎の周

産期死亡率を計算して比べました。

　原因を推測するには、周産期死亡率の増加より

も事故が時間的に先に生じていること、被ばくと

周産期死亡が関連していること、が必要です。そ

こで、著者たちは事故の後に周産期死亡が変化し

ているかどうか、そして変化していれば汚染度と

関連しているかどうかを調べました（この目的の

ために使った統計的手法は、ここでは省略しま

す）。

結　果

　〈図３〉（本パンフレット論文１のP.11の図８

が、2015年末までのデータでリニューアルしたも

のです）は、高度汚染地域６県の周産期死亡の推

移です。横軸が2000年から2014年末までの期間で

す。縦軸は、周産期死亡率です。白丸はそれぞれ
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第２　�「日本の福島原子力発電所事故により汚染された

都県での周産期死亡の増加―空間的に層化した縦断的

研究（汚染度で分けて、時間的に経過を見てゆく研究）」� �

論文の解説

“Increases in perinatal mortality in prefectures contaminated

by the Fukushima nuclear power plant accident in Japan 

– A spatially stratified longitudinal study.”

Hagen Heinrich Scherb, Kuniyoshi Mori, Keiji Hayashi.

 (Medicine 2016; 95: e4958)

　標記論文が『Medicine』という、査読付きの医学雑誌に掲載されました。福島での人間の生殖に関す

る問題をテーマとした論文では初めてです。

　この論文は、ドイツの著名な生物統計学者で、原発周辺の子どものがんの増加を証明したドイツ政府に

よる研究（KiKK研究）に参加し、チェルノブイリ事故後の生殖に関する異常な増加を証明する多くの論

文などを発表しているハーゲン・シェアプ氏を中心に、医療問題研究会の森國悦と林敬次の共著として掲

載されたものです。この論文を一般の方にも理解していただくために、少し詳しく解説しました。疑問な

どあれば、原著をご参考ください。

　また、以下の文章の表・図は原著のものですので、必要に応じて原著をダウンロード（無料）して見て

いただくようお願いします。ただ、Strahlentelexの論文にリニューアルされた図が掲載されているものも

あり、その場合は（　）内に案内していますので、それをご参照下さい。

はじめに

　東日本大震災により、東電福島第一原発事故が

2011年３月11日に起こりました。そこからは900

ペタベクレルという途方もない放射性物質が大気

中に出ました。ＷＨＯはそのことにより浪江町な

どで固形がんや白血病が増加することを予測して

います。

　すでに、津田敏秀岡山大学教授によって、甲状

腺がんが異常に多発していること、それが原発事

故による被ばくに起因している可能性が高いこと

が証明されています。

　その甲状腺がんよりも、放射線障害として最も

多くの人々に認識されているのが、生殖に関する

ものです。病院でも放射線による検査を受けると

きは、必ず妊娠の有無を聞かれるはずです。被ば

くした胎児には、がんやその他の障害が生じま

す。胚細胞や胎児は放射線の障害を受けやすく、

低線量でも影響を与えられます。卵子や精子も障

害をうけることがわかっています。胎児が被ばく

すると重要臓器が成長せず、死産したり出生後す

ぐに亡くなることは「原子放射線の影響に関する

国連科学委員会（UNSCEAR）」も1958年当時か

ら解っており、死産と男性と女性の比率の変化が
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考　察

　再度結果をまとめますと、震災直後には岩手・

宮城では、1.7倍になる周産期死亡率の増加が一

過性に生じていましたが、その他の地域では目

立った増加はありませんでした。しかし、震災

10ヶ月後の増加は、高度汚染地域の、岩手・宮城

で15％、福島・茨城・栃木・群馬で17.5％、中等

度汚染地域の千葉・埼玉・東京で6.8％の増加と

なっていましたが、汚染が少ないかない地域では

増加は見られませんでした。

　また、〈図７〉と〈図６〉の違いである、2011

年３月の大きなジャンプは、表２に現れている岩

手・宮城での極めて多数の死亡・行方不明を生じ

させた地震・津波の直接的影響の一部として、周

産期死亡率の急速な増加を示すと考えられます。

　従って、図３、４、６、７に共通する地震・津

波の10ヶ月後の増加は、被ばくによる影響の可能

性が高いと言えます。

　この研究は集計されたデータによるエコロジカ

ル（地域相関：臨床研究方法の一つで、個人では

なく集団を対象として、原因の特徴と疾病の罹患

（死亡）率との関係を調査する）研究のため、周

産期死亡率の増加の原因を直接証明したものでは

ありません。

　しかし、事故10ヶ月後に障害が現れたことは、

その原因は主に卵子・精子、他に胚細胞や胎児に

障害を与えたものと考えられます。もし、避難や

不安による妊婦の障害による周産期死亡率の増加

なら、震災直後から増加する可能性が高いので

す。

　さらに、高度汚染地域が中等度汚染地域より増

加が大きく、汚染度の低いないし無いと考えられ

る地域では増加していないことは、被ばくとの関

連性を示唆しています。

　また、チェルノブイリ事故後に、ヨーロッパで

生殖に関する障害が現れていることも周産期死亡

と被ばくの関連を示唆しています。例えば、ドイ

ツでは1987年に周産期死亡が4.8％増加しました。

また、死産や先天異常がドイツやフィンランドで

も増加しました。

　この研究では、原因と結果の関係を混乱させる

「交絡因子」のうち、時間（傾向分析）、季節性

（月々のばらつき）、そして津波自体の影響は排除

できています。しかし、妊婦へのさまざまなスト

レス、その他のさまざまな事故前後の周産期死亡

率に影響を与える因子についての影響も考えなけ

ればなりません。

　理想的には、周産期へのリスク因子の住民を基

礎としたデータが将来の研究に用意されるべきで

す。

　もう一つの問題は、津波と原発事故後の住民の

移動が、我々の結論を混乱させる交絡因子の一つ

です。これに関するデータはありませんが、若い

夫婦が被ばくし、汚染地域から他地域に移動する

前に被ばくを受けたとすれば、高度、中等度汚染

地域での周産期死亡率は減り、低・非汚染地域で

は増えることになります。その結果、高度汚染地

域と低・非汚染地域の周産期死亡率の差が少なく

なるはずですから、両者の差を説明する要因には

ならず、逆の要因になります。

　チェルノブイリ事故後のヨーロッパで生じたこ

と、福島での地震・事故後10ヶ月からの周産期死

亡の増加が、被ばく量と時間・空間的に関連性が

あること、を考慮すれば、これらの増加は、原発

事故からの放射性物質によるものの可能性を示し

ていると思われます。

（日本政府の帰還政策との関連）
　最後に、この論文は、日本政府の汚染地域への

帰還政策と関連していることを指摘しています。

また、「健康づくりのためのオタワ憲章」を引用

して、政府の責任で、さまざまな環境医学研究分

野での情報への完全かつ継続的なアクセスと学習

機会の保証、それに生態学的、環境学的、医学的

研究への十分な資金も必要です、というように述

べています。

15

の月の周産期死亡率です。周産期死亡率は月に

よって大きく上がったり下がったりしながら徐々

に下がっています。これは妊娠出産を巡るさまざ

まな環境が改善されているためかと思います。右

肩下がりの太い実線は、上がったり下がったりめ

まぐるしく変化する周産期死亡率を統計的に処理

して、その傾向を表したものです。年々、前年度

のオッズ比で0.96（95％信頼区間：0.952－0.968）

倍ずつ減少している、すなわち１－0.96＝0.04、

毎年前年の約４％ずつ周産期死亡率は下がってい

ることになります。これは傾向分析Trend analysis

という、科学的で鋭敏な手法です。

　例えば、2012年と2008年を比べると４年間で、

0.96×0.96×0.96×0.96=0.85となり、約15%程減少

していることになります。たとえ、2012年に2011

年より15％増加しても、４年前の値と比較すると

ほぼ同じで、全く増加していないことになりま

す。ですから、障害が増えたことを隠したい場合

は、そのような何年か前のデータと事件後のデー

タを比較することで、障害が増加していないこと

を「証明する」こともできるわけです。しかし、

この論文で採用されている傾向分析では、そのよ

うな間違いが生じません。

　さて、図３で、2011年の縦に長い線が入ってい

る所が地震・津波・事故が生じた３月です。それ

より10ヶ月後2012年１月に縦の破線が入っている

所で、傾向を表す太い実線が急に上昇していま

す。その後、それまでの傾向と並行して、高いま

まで下がっています。

　この上昇した率が、前年の周産期死亡率のオッ

ズ比で1.156（95％信頼区間；1.061－1.259）、す

なわち周産期死亡率が15.6％増加したことを示し

ています 注1。これがそのまま推移していますか

ら、15.6％の増加なしで毎年約４%の減少をして

いった場合に比べて、この３年間では、周産期死

亡が165人（95％信頼区間；66－278人）過剰に増

加しています。

　〈図４〉（本パンフレットP.11の図９が、2015年

末までのデータでリニューアルしたものです）

は、千葉・埼玉・東京の中等度汚染地域の周産期

死亡率の時間的変化を示しています。図３と同様

に年々周産期死亡率は約４%ずつ減少していま

す。縦に長い線が入っているのが2011年３月で、

その10ヶ月後に縦の破線の入っている時に、実線

は急に上昇しています。その率は、オッズ比で

1.068（95％信頼区間：1.001－1.139）で、統計的

有意に6.8％増加して注2、そのまま2014年末まで

推移しています。この地域での出生数が高度汚染

地域の２倍程度ですから、増加した周産期死亡数

は３年間で153人（95％信頼区間：10－309人）で

す。高度汚染地域と中等度汚染地域を合わせる

と、３年間に周産期死亡が318人増加したことに

なります。

　〈図５〉（本パンフレットP.12の図10が、2015年

末までのデータでリニューアルしたものです）

は、高度・中等度の汚染地域を除外した38道府県

の周産期死亡率の推移です。震災前後の変化はな

く、一貫して減少しています。

　〈図６〉と〈図７〉は高度汚染地域を、表２を
元に地震・津波の直接的な人的被害の大小で２群

に分けて検討したものです。

　まず、〈図６〉は地震・津波の人的被害が比較
的少なかった４県（福島・茨城・群馬・栃木）の

周産期死亡率の推移です。震災10ヶ月後にオッズ

比1.17（95％信頼区間1.062－1.301）に17％増加

してそのまま元に戻ることなく下降してゆきま

す。これは、図３や図４と同様です。

　ところが、〈図７〉では他の図と違い、2011年

３月に非常に高い一過性の急激な増加が現れてい

ます（オッズ比で1.709（95％信頼区間1.186－

2.463）。しかし、この増加はすぐにそれまでの率

に戻っています。その後、震災の10ヶ月後に再び

急速に増加しオッズ比1.15（95％信頼区間0.977 

－1.355）と15％増になり、その後は増加したま

ま、2011年３月までの減少傾向の線と平行して下

降してゆきます。

注１　2015年を含めたP.11の図８ではオッズ比1.211

注２　2015年を含めたP.11の図９ではオッズ比1.086
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考　察

　再度結果をまとめますと、震災直後には岩手・

宮城では、1.7倍になる周産期死亡率の増加が一

過性に生じていましたが、その他の地域では目

立った増加はありませんでした。しかし、震災

10ヶ月後の増加は、高度汚染地域の、岩手・宮城

で15％、福島・茨城・栃木・群馬で17.5％、中等

度汚染地域の千葉・埼玉・東京で6.8％の増加と

なっていましたが、汚染が少ないかない地域では

増加は見られませんでした。

　また、〈図７〉と〈図６〉の違いである、2011

年３月の大きなジャンプは、表２に現れている岩

手・宮城での極めて多数の死亡・行方不明を生じ

させた地震・津波の直接的影響の一部として、周

産期死亡率の急速な増加を示すと考えられます。

　従って、図３、４、６、７に共通する地震・津

波の10ヶ月後の増加は、被ばくによる影響の可能

性が高いと言えます。

　この研究は集計されたデータによるエコロジカ

ル（地域相関：臨床研究方法の一つで、個人では

なく集団を対象として、原因の特徴と疾病の罹患

（死亡）率との関係を調査する）研究のため、周

産期死亡率の増加の原因を直接証明したものでは

ありません。

　しかし、事故10ヶ月後に障害が現れたことは、

その原因は主に卵子・精子、他に胚細胞や胎児に

障害を与えたものと考えられます。もし、避難や

不安による妊婦の障害による周産期死亡率の増加

なら、震災直後から増加する可能性が高いので

す。

　さらに、高度汚染地域が中等度汚染地域より増

加が大きく、汚染度の低いないし無いと考えられ

る地域では増加していないことは、被ばくとの関

連性を示唆しています。

　また、チェルノブイリ事故後に、ヨーロッパで

生殖に関する障害が現れていることも周産期死亡

と被ばくの関連を示唆しています。例えば、ドイ

ツでは1987年に周産期死亡が4.8％増加しました。

また、死産や先天異常がドイツやフィンランドで

も増加しました。

　この研究では、原因と結果の関係を混乱させる

「交絡因子」のうち、時間（傾向分析）、季節性

（月々のばらつき）、そして津波自体の影響は排除

できています。しかし、妊婦へのさまざまなスト

レス、その他のさまざまな事故前後の周産期死亡

率に影響を与える因子についての影響も考えなけ

ればなりません。

　理想的には、周産期へのリスク因子の住民を基

礎としたデータが将来の研究に用意されるべきで

す。

　もう一つの問題は、津波と原発事故後の住民の

移動が、我々の結論を混乱させる交絡因子の一つ

です。これに関するデータはありませんが、若い

夫婦が被ばくし、汚染地域から他地域に移動する

前に被ばくを受けたとすれば、高度、中等度汚染

地域での周産期死亡率は減り、低・非汚染地域で

は増えることになります。その結果、高度汚染地

域と低・非汚染地域の周産期死亡率の差が少なく

なるはずですから、両者の差を説明する要因には

ならず、逆の要因になります。

　チェルノブイリ事故後のヨーロッパで生じたこ

と、福島での地震・事故後10ヶ月からの周産期死

亡の増加が、被ばく量と時間・空間的に関連性が

あること、を考慮すれば、これらの増加は、原発

事故からの放射性物質によるものの可能性を示し

ていると思われます。

（日本政府の帰還政策との関連）
　最後に、この論文は、日本政府の汚染地域への

帰還政策と関連していることを指摘しています。

また、「健康づくりのためのオタワ憲章」を引用

して、政府の責任で、さまざまな環境医学研究分

野での情報への完全かつ継続的なアクセスと学習

機会の保証、それに生態学的、環境学的、医学的

研究への十分な資金も必要です、というように述

べています。

15

の月の周産期死亡率です。周産期死亡率は月に

よって大きく上がったり下がったりしながら徐々

に下がっています。これは妊娠出産を巡るさまざ

まな環境が改善されているためかと思います。右

肩下がりの太い実線は、上がったり下がったりめ

まぐるしく変化する周産期死亡率を統計的に処理

して、その傾向を表したものです。年々、前年度

のオッズ比で0.96（95％信頼区間：0.952－0.968）

倍ずつ減少している、すなわち１－0.96＝0.04、

毎年前年の約４％ずつ周産期死亡率は下がってい

ることになります。これは傾向分析Trend analysis

という、科学的で鋭敏な手法です。

　例えば、2012年と2008年を比べると４年間で、

0.96×0.96×0.96×0.96=0.85となり、約15%程減少

していることになります。たとえ、2012年に2011

年より15％増加しても、４年前の値と比較すると

ほぼ同じで、全く増加していないことになりま

す。ですから、障害が増えたことを隠したい場合

は、そのような何年か前のデータと事件後のデー

タを比較することで、障害が増加していないこと

を「証明する」こともできるわけです。しかし、

この論文で採用されている傾向分析では、そのよ

うな間違いが生じません。

　さて、図３で、2011年の縦に長い線が入ってい

る所が地震・津波・事故が生じた３月です。それ

より10ヶ月後2012年１月に縦の破線が入っている

所で、傾向を表す太い実線が急に上昇していま

す。その後、それまでの傾向と並行して、高いま

まで下がっています。

　この上昇した率が、前年の周産期死亡率のオッ

ズ比で1.156（95％信頼区間；1.061－1.259）、す

なわち周産期死亡率が15.6％増加したことを示し

ています 注1。これがそのまま推移していますか

ら、15.6％の増加なしで毎年約４%の減少をして

いった場合に比べて、この３年間では、周産期死

亡が165人（95％信頼区間；66－278人）過剰に増

加しています。

　〈図４〉（本パンフレットP.11の図９が、2015年

末までのデータでリニューアルしたものです）

は、千葉・埼玉・東京の中等度汚染地域の周産期

死亡率の時間的変化を示しています。図３と同様

に年々周産期死亡率は約４%ずつ減少していま

す。縦に長い線が入っているのが2011年３月で、

その10ヶ月後に縦の破線の入っている時に、実線

は急に上昇しています。その率は、オッズ比で

1.068（95％信頼区間：1.001－1.139）で、統計的

有意に6.8％増加して注2、そのまま2014年末まで

推移しています。この地域での出生数が高度汚染

地域の２倍程度ですから、増加した周産期死亡数

は３年間で153人（95％信頼区間：10－309人）で

す。高度汚染地域と中等度汚染地域を合わせる

と、３年間に周産期死亡が318人増加したことに

なります。

　〈図５〉（本パンフレットP.12の図10が、2015年

末までのデータでリニューアルしたものです）

は、高度・中等度の汚染地域を除外した38道府県

の周産期死亡率の推移です。震災前後の変化はな

く、一貫して減少しています。

　〈図６〉と〈図７〉は高度汚染地域を、表２を
元に地震・津波の直接的な人的被害の大小で２群

に分けて検討したものです。

　まず、〈図６〉は地震・津波の人的被害が比較
的少なかった４県（福島・茨城・群馬・栃木）の

周産期死亡率の推移です。震災10ヶ月後にオッズ

比1.17（95％信頼区間1.062－1.301）に17％増加

してそのまま元に戻ることなく下降してゆきま

す。これは、図３や図４と同様です。

　ところが、〈図７〉では他の図と違い、2011年

３月に非常に高い一過性の急激な増加が現れてい

ます（オッズ比で1.709（95％信頼区間1.186－

2.463）。しかし、この増加はすぐにそれまでの率

に戻っています。その後、震災の10ヶ月後に再び

急速に増加しオッズ比1.15（95％信頼区間0.977 

－1.355）と15％増になり、その後は増加したま

ま、2011年３月までの減少傾向の線と平行して下

降してゆきます。

注１　2015年を含めたP.11の図８ではオッズ比1.211

注２　2015年を含めたP.11の図９ではオッズ比1.086
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伝的欠損の型が低線量被ばくで生じることを示し

た多数の文献のレビュー2と雑誌GeneticsへのChris 

Busbyの手紙3を参考にすることを勧めています。

　【批判の第４点目】は、汚染度の区分が不明確

というものです。

　確かに、各都県全体の汚染度はしっかりとした

統計がなく、ある程度不明確です。しかし、論文

の「高」と「中」程度汚染の都県をいくつかのグ

ループに組み直して「福島・群馬・茨城・岩手・

宮城・栃木」（Medicine論文、図３）、「東京・埼

玉・千葉」（同、図４）、「福島・群馬・茨城・栃

木」（同、図６）、「宮城・岩手」（同、図７）の各

グループで検討しても、10ヶ月以後の増加は同じ

結果です。また、周産期死亡だけでなく、死産、

早期死亡、乳児死亡でも同様の結果であり、下図

のように福島県だけの死産の結果でも同様に増加

しており、汚染地域の区分のいかんに関わらず、

その増加は間違いないと反論しています。

　以上より、山下氏らの批判は、増加していると

いう事実と蓄積された科学的データよりも、現在

では根拠がなくなった旧来の理論を優越させたも

のであり、逆に私たち著者の論文の正当性を一層

明確に浮かび上がらせるものです。

 福島県の1995年から2015年末までの月毎の死産率（妊娠22週以後）のトレンド；2012年以後のト
レンドのジャンプは統計的有意である：ジャンプ・オッズ比は1.331，95％信頼区間（1.085,1.633），
Ｐ値＝0.0061

死
産
率

事故から10ヶ月後

〈文献〉

１�　Fujimori�K.�et�al.�Fukushima�J�Med�Sci�2014:�60;�75-81）

２�　Schmitz-Feuerhaka�EHT�2016;�31:�e2016001　

　�https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC4870760/

３�　http://www.genetics.org/content/204/4/1627
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第３　�周産期死亡増の『Medicine』論文� �

�への原発推進派医師からの批判と� �

著者からの反論の解説

　福島原発事故後に周産期死亡が増加したとの、ハーゲン・シェアプ氏らの論文（Medicine2016）に対して、

原発推進派医学界の中心メンバー山下俊一氏、高村昇氏らの批判レターが掲載されました。

　この論文の記事が共同通信から配信されたり、医問研のホームページを始めさまざまなルートからの拡

散があり多数の人々にその内容が知られました。そのため、原発推進派も黙っていられなくなったと考え

られます。

　以下、山下氏らの批判内容と、それに対する反論を簡単に紹介します。

　【批判の第１点目】は、周産期死亡増加の時期

が遅すぎるというものです。　

　新生児死亡は妊娠26－38週の胎生期の間に被ば

くした場合に生じるのだから、増加するのなら事

故後10ヶ月でなく10週だとしています。

　これに対して著者は、卵や精子、接合体への放

射線障害もあり、胚発生、胚形成の時期にも障害

が生じ、それが周産期死亡の原因になる可能性が

あり、従って、増加時期に関する批判は正しくな

いと主張する。卵や精子の障害は妊娠期間を経て

はっきりしてくるので、10ヶ月を経て障害が発現

しうる。また、被ばくは事故直後だけでなくしば

らく間をおいて起こる可能性があリ、明白な増加

は10ヶ月以後に出現しうる、と反論しています。

　【批判の第２点目】は、新生児死亡の主な原因

は先天異常であり、福島の先天異常の発生率は

2010年の日本の平均と同様であるから周産期死亡

が増加していることはないと、福島県県民調査の

データの報告論文 1を根拠に主張しています。

　引用された論文では、県民調査での先天性異常

の出現率は236/8672＝2.72％でした。しかし、日

本の平均は2.31％でしたので、福島が全国平均よ

り統計的有意に18%も多かったのです。山下氏ら

が批判の根拠とした文献が、逆に周産期死亡の増

加を正当化したものでした。

　ただし、この論文のデータは2012年のデータ

で、13年以後は福島県も2010年の全国平均と似た

数値になっています。いずれにしても、回答率４

－６割程度のアンケート調査で、厚労省の正式な

ルートで集めた周産期死亡率のデータの結果を否

定できるものではありません。

　【批判の第３点目】は、被ばくレベルが低すぎ

るというものです。また、がん以外の健康障害は

50mSv以下での胎児被ばくでは生じない、新生児

死亡は500mSv以下では生じない、とのドグマを

繰り返しています。

　これについて著者側は、発がん性のある低線量

被ばくが流産や先天異常に影響を与えないとの、

これまでの見解の問題点を指摘し、ほとんどの遺
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伝的欠損の型が低線量被ばくで生じることを示し

た多数の文献のレビュー2と雑誌GeneticsへのChris 

Busbyの手紙3を参考にすることを勧めています。

　【批判の第４点目】は、汚染度の区分が不明確

というものです。
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宮城・栃木」（Medicine論文、図３）、「東京・埼

玉・千葉」（同、図４）、「福島・群馬・茨城・栃

木」（同、図６）、「宮城・岩手」（同、図７）の各
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しており、汚染地域の区分のいかんに関わらず、

その増加は間違いないと反論しています。

　以上より、山下氏らの批判は、増加していると

いう事実と蓄積された科学的データよりも、現在

では根拠がなくなった旧来の理論を優越させたも

のであり、逆に私たち著者の論文の正当性を一層

明確に浮かび上がらせるものです。

 福島県の1995年から2015年末までの月毎の死産率（妊娠22週以後）のトレンド；2012年以後のト
レンドのジャンプは統計的有意である：ジャンプ・オッズ比は1.331，95％信頼区間（1.085,1.633），
Ｐ値＝0.0061

死
産
率

事故から10ヶ月後
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第３　�周産期死亡増の『Medicine』論文� �

�への原発推進派医師からの批判と� �

著者からの反論の解説
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　【批判の第２点目】は、新生児死亡の主な原因

は先天異常であり、福島の先天異常の発生率は
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が増加していることはないと、福島県県民調査の

データの報告論文 1を根拠に主張しています。

　引用された論文では、県民調査での先天性異常

の出現率は236/8672＝2.72％でした。しかし、日

本の平均は2.31％でしたので、福島が全国平均よ

り統計的有意に18%も多かったのです。山下氏ら

が批判の根拠とした文献が、逆に周産期死亡の増

加を正当化したものでした。

　ただし、この論文のデータは2012年のデータ

で、13年以後は福島県も2010年の全国平均と似た

数値になっています。いずれにしても、回答率４

－６割程度のアンケート調査で、厚労省の正式な

ルートで集めた周産期死亡率のデータの結果を否

定できるものではありません。

　【批判の第３点目】は、被ばくレベルが低すぎ

るというものです。また、がん以外の健康障害は

50mSv以下での胎児被ばくでは生じない、新生児

死亡は500mSv以下では生じない、とのドグマを

繰り返しています。

　これについて著者側は、発がん性のある低線量

被ばくが流産や先天異常に影響を与えないとの、

これまでの見解の問題点を指摘し、ほとんどの遺
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　このパンフレットは、福島原発事故後に、妊娠・出産に関する障害が増えていることを示
す論文をはじめ、合わせて３編の研究成果を紹介しています。

　いずれも、原発周辺での白血病の増加を証明してドイツの原発撤退政策の契機の一つとな
った「KiKK研究」の一員、Hagen Scherb氏（ドイツ生物統計学研究所・環境衛生研究セ
ンター ）と、医療問題研究会員らの共著です。

 
１ 　ドイツStrahlentelex誌に掲載された、福島原発事故後に、乳児死亡と妊娠12週以後の

死産、周産期死亡が東日本で増加しているとの論文です（p.3〜 p.12）。

２ 　Medicine誌に掲載された周産期死亡増の論文の解説です。この論文は、2014年末まで
に、周産期の子どもが300人以上原発事故の犠牲になっていることを示唆しています

（p.13〜 p.16）。

３　長崎大学山下俊一氏、高村昇氏らから、上記２の論文に対する批判がありました。
　 　それに対する私ども著者の反論も紹介しています。科学的な主張をしているのは誰かを

考えていただけると思います（p.17〜 p.18）。
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